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〇
環
境
省
令
第
二
十
号

南
極
地
域
の
環
境
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
三
条
第
五
号
及
び
第
十
三
号
並
び
に

第
七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
南
極
地
域
の
環
境
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

平
成
二
十
三
年
九
月
二
十
九
日

環
境
大
臣

細
野

志

南
極
地
域
の
環
境
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

南
極
地
域
の
環
境
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
九
年
総
理
府
令
第
五
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

別
記
第
二
十
南
極
特
別
保
護
地
区
中
「
及
び
同
島
の
海
岸
線
か
ら
沖
に
約6

0

メ
ー
ト
ル
以
内
の
海
域
（
諸
島
及
び
岩

場
を
含
む
）」を
削
り
、「
及
び
同
島
の
海
岸
線
か
ら
沖
に
約1

0
0

メ
ー
ト
ル
以
内
の
海
域
（
諸
島
及
び
岩
場
を
含
む
。）」

を
「
、
ジ
ャ
ン
・
ロ
ス
タ
ン
島
、
ル
・
モ
ー
ゲ
ン
島
、ボ
ン
・
ド
ク
ト
ュ
ー
ル
・
ヌ
ナ
タ
ク
」に
改
め
、「
ア
レ
ク
シ
ス
・

カ
レ
ル
島
」
を
「
ル
・
モ
ー
ゲ
ン
島
」
に
改
め
、「5

0
0

メ
ー
ト
ル
」
を
「1

3
0

メ
ー
ト
ル
」
に
改
め
、
地
図
を
次
の
よ
う

に
改
め
る
。

〔
省

令
〕

〇
南
極
地
域
の
環
境
の
保
護
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
環
境
二
〇
）

J

〔
告

示
〕

〇
特
別
と
ん
譲
与
税
法
施
行
規
則
第
二
条
の

規
定
に
よ
る
平
成
二
十
三
年
度
分
の
特
別

と
ん
譲
与
税
の
額
の
算
定
に
用
い
る
開
港

所
在
市
町
村
ご
と
の
率
を
定
め
る
件

（
総
務
四
二
八
）

M

〇
特
別
と
ん
譲
与
税
法
第
一
条
第
一
項
の
市

町
村
を
指
定
す
る
等
の
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
同
四
二
九
）

N

〇
航
空
機
燃
料
譲
与
税
法
第
一
条
第
二
項
の

市
町
村
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
同
四
三
〇
）

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

平
成
二
十
三
年
司
法
試
験
（
新
司
法
試
験
）

合
格
者
（
司
法
試
験
委
員
会
）

N

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

除
権
決
定
、
破
産
、
免
責
関
係

J
J

特
殊
法
人
等

平
成
二
十
二
事
業
年
度
財
務
諸
表
（
独
立

行
政
法
人
情
報
通
信
研
究
機
構
・
独
立
行

政
法
人
造
幣
局
）、
独
立
行
政
法
人
都
市

再
生
機
構
関
係

P
L

会
社
そ
の
他

J
I
R

会
社
決
算
公
告

J
J
K

˜
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